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の ※6人目以降は枠外にご記入 ださい。

⑮ 来佳 損 控 除
*証明書を添付 円

子B著年 月 日

保険金等補てん額 円 災喜関連支出額 円

② 医 療 費 控 除 円 円

を

差引金額し ―①  円 ロセルフメディケーション税制を適用する

*セ ルフメディケーション税制の8月佃吾を添付

※毎晨昂論君穫 円

*骨昴昂浴奇扉語 円

※厚腎留
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※ 取得区分

※所得税誤標 000円
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○ 社会l呆険料控除
*証明書を添付

( ) ( ) 円

( ) ( )

⑭ 小規模企業共済等掛金控除
キ.正 明書を添付

( ) ( )

○ 生命保険料控除
*証明きを添付

新生命保険料 (支払額 ) 旧生命保険料 (支払額 )

新十□人年金保険料 (支佑額 ) 旧個人年金保険料 (支払額 )

介護医療保険料 (支払額 )

⑮地震保険料控除
キ証明書を添付

地震保険料 (支払額 ) 旧長期損害保険料 (支払額 )

⑦ □寡婦控除 '
□死別 □生死不明

□離婚 □未帰還

⑩ □ひとり親控除

○ □勤労学生控除
*学生証の写 しを添付

(学校名 )

級

⑩ □障害者控除
□身体 □療育
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個人番号 !書   級 控除額 万 円
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太
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甥

平
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太
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個人番号
=豊   綴 控除額 力 円

「個人番号」欄には、個人番号 (行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5頂に規定する個人番号をいう。)を記載してください。



5 給与所得の内訳
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6 する事項
の種類 収 入 金 額 必 要 経 費 青色申告特別控除額

「

FE [

フ 所得の内訳 (その他雑収入・譲渡所得・一時所得 r分離課税等
を除く。)※おもて面 2番にも記入 (山林・退職

9  酉己:当 に関する事項

41 事業税に関 る

8 酉己:当害」 株式等譲渡所得割控除
*年間取引報告書の写しを添付

配 当 割 額 控 除 額
円

株式等譲渡所得割額
控   除   額

円

10 寄附金税額控除  *証明書を添付

認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利′舌動法人以外の特定非営利活動法人に対する寄附金に
ついては、上欄に記入せず、別途 〔戸附金税額控除申告書(三 )」 を提出してください。

12 事業専従者に関する事項
氏 名 続 柄 生 年 月 日

従事月数 専従者給与(控除)額
個 人 番 号

隅

合  計  額

所得税における青色申告の
ス  認  の  有  無 承認あり・承認なし

氏    名 住 所

43 別居の扶養親族等に関する事項

る14

【特定配当等に係る所得及び特定株式等譲渡所得の課税方式選択に関わる事項】
※確定申告書及び年間取引報告書等、配当所得や譲渡所得に係わる書類の写しを添付してください。

①市・県民税において、所得税と異なる課税方式を選択する場合、該当する方に日を記入してください。

□ 確定申告書に記載した上場株式等の所得の全部について、市・黒民税では申告しません。

□ 確定申告書に記載した上場株式等の所得について、市・県民税では以下のとおりとします。

種  類 支 払 者 ・場 所 収入金額② 必要経費⑦ □措法27条 特別控除額◎

「

FE FE

配当所得の種類
お 称 」及
は所在地」

び
等 支払確定年月 収 入 金 額 必 要 経 費

F肝

国 外 株 式 等 に 係
る 外 国 所 得 不,,額

都道府県、市区町村分 (特例控除対象)

麗

住所地の共同募金会、日赤支部分 都道
府県、市区町村分 (特 例控除対象以外 )

条例指定分
茨 城 県

つ く ば 市

非 課 税 所 得 な ど

損益通算の特例適用前の不動産所得 歴

事業用資産の譲渡損失など
蔓歴の種類 l貫矢額、イ反災頼矢額 (臼 )

属

前 年 中 の 開 (廃 )業 開 始 ・ 廃 止 月 日

□ 他都道府県の事務所等
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所 得 金 額 住 民 税 額

上場株式等 の配当所得等
総 合 課 税 分 円 円

分 離 課 税 分 円 円

上 場 株 式 等 の譲 渡 所 得 等 円 円

※対象となる上場株式等の配当所得等及び譲渡所得等については、所得税15,315%(復興特別所得税含む)と住民税 (市・県民税)5%の合計
20,315%の 税率であらかじめ源泉徴収 (特別徴収)されているものとなります。 (所得税2042%を源泉徴収されているものは対象ではあり

ません。)

※添付書類不足により上場株式等の所得と判断ができない場合、石窪定申告の内容で課税することがあります。

②過去3年間で上場株式等の配当所得等及び譲渡所得等の損失があり、市・県民税において、その損失の繰越控除を適用する方は、

下記に金額を記入してください。

前 年度 か ら繰 り越 され た損失 の額 本年度分で差 し引 く損失の額

本年度の 3年度前分 円 円

本年度の 2年度前分 円 円

本年度の前年度分 円 円

本年度分の損失の額 翌年度以後に繰り越される損失の合計額

本 年 度 分 円 円

※損失の基となつた上場株式等の配当所得等及び譲渡所得等について、該当年度の住民税 (市・県民税)で申告不要を選択していた場合は、

翌年以降に当該損失の金額を繰り越すことはできません。


